
 

 

2023年 1月 30日 

日銀ネットの有効活用に向けた協議会 

日銀ネットの有効活用に向けた協議会の 

ISO20022 WG におけるこれまでの議論の概要について 

１．これまでの経緯 

 日銀ネットの電文フォーマットについては、ISO20022 を巡る国際的な動向

も踏まえて、今後、そのバージョンを改訂する必要があると考えられる。2022

年 7 月、「日銀ネットの有効活用に向けた協議会」では、バージョン改訂に

かかる今後のスケジュールや電文規格、先行きのバージョン改訂への対応方

針等について、具体的な議論を行っていくため、検討主体となる WG

（ISO20022 WG）を新設した（参加メンバーは別紙参照）。 

 ISO20022 WG について、新設以後、2 回の会合（第 1 回、第 2 回）を開催。 

２．ISO20022 WG におけるこれまでの議論に関する報告 

（１）第 1回会合（2022 年 8 月 31 日） 

 「最近の ISO20022 を巡る国際的な動向」、「ISO20022 WGで今後取り扱って

いく議題案」を議題として議論を行った。 

 「最近の ISO20022 を巡る国際的な動向」については、事務局から、現

時点での主要国等における ISO20022 への移行時期やクロスボーダー決

済にかかる国際的な議論について、情報共有を行った。 

 「ISO20022 WG で今後取り扱っていく議題案」については、事務局から、

①日銀ネットの ISOバージョンアップの対応スケジュール、②電文規格、

③日銀ネットの改修の範囲、などを今後の WG における議題として取

扱っていくことを提案し、参加メンバーから特段異存はなかった。 

 上記議題のうち、参加メンバーから寄せられた主な意見等は以下の通り。 

 日銀ネットの ISOバージョンアップの対応スケジュールについて、具体

的な移行時期が固まり次第、可及的速やかに対外公表して頂きたい。ま

た、移行時期だけでなく移行方法（一斉に移行するのか、あるいは一定

の並走期間を設けるのか等）についても議論すべきと考える。 

（別添 2） 



 

 電文規格について、現行日銀ネットで取り扱っていないメッセージまで

採用するか否かについても、十分な議論を行うことが必要である。 

 日銀ネット端末にかかるシステム改修についても検討が求められる。 

（２）第 2回会合（2023 年 1 月 16 日） 

 「最近の ISO20022 を巡る国際的な動向」のほか、「日本銀行における

ISO20022 の対応時期」や「日銀ネットの ISOv8 に関する検討事項」を議題

として議論を行った。 

 「最近の ISO20022 を巡る国際的な動向」については、事務局から、主

要国等における ISO20022 への移行時期の後ずれやクロスボーダー決済

にかかる国際的な議論について、情報共有を行った。 

 「日本銀行における ISO20022 の対応時期」については、事務局から、

日銀ネットの ISOバージョンアップの対応によって民間金融機関におい

てシステム対応が発生すると思われる中、日本銀行としても、ISO20022 

WG で聞かれた意見・要望や ISO20022 を巡る国際的な動向も踏まえつ

つ必要な検討を進め、適切に情報発信していく方針を示した。 

 「日銀ネットの ISOv8 に関する検討事項」については、第 1回会合で事

務局から提案した議題等に関して、参加メンバーから意見を募った。 

 上記議題のうち、参加メンバー間での主な議論等は以下の通り。 

 日銀ネットの ISO20022 バージョンアップの対応時期について、①移行

時期（SWIFT の移行期間終了間際となるか）や、②移行方式（一斉移行

か）にかかる質問があったほか、今後の対応方針について、クロスボー

ダー送金を巡る国際的な議論の動向にも注視しながら検討していく必

要性に関する意見が寄せられた。 

 日銀ネットの ISOv8に関する検討事項のうち、①電文規格、②日銀ネッ

ト端末の改修、③日銀ネットの電文長、④BIC コードの体系変更、⑤

pacs.008 および pacs.009 以外の電文に関する対応について、今後の対応

の方向性にかかる意見が寄せられた。 

３．協議会メンバーからの意見募集 

 上記２．における議論内容や事務局方針につき、ご意見等ございましたら、

1 月 24 日（火）までに事務局（post.pssd57@boj.or.jp）宛てにご連絡くださ

い。 

以 上  



 

 

 

「ISO20022 WG」のメンバー 
 

みずほ銀行 三菱 UFJ 銀行 

三井住友銀行 りそな銀行 

三井住友信託銀行 シティバンク、エヌ・エイ 

JPモルガン・チェース銀行 香港上海銀行 

スタンダードチャータード銀行 ドイツ銀行 

ドイツ証券 ゴールドマン・サックス証券 

野村證券 SMBC日興証券 

シティグループ証券 CLS東京事務所 

全国銀行協会 全国地方銀行協会 

信託協会 短期金融市場取引活性化研究会 

金融庁  

 

（事務局）  

日本銀行 決済機構局 

 

（別紙） 


